
長崎県中小企業団体中央会
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取引力強化推進事業 補助金交付規程 (例 )

(制定)令和 7年 5月 12日

長崎県中小企業団体中央会

(趣旨)

第 1条 長崎県中小企業団体中央会 (以下「長崎県中央会」という。)が実施する小規模事業者組織化
指導事業のうち、取引力強化推進事業実施組合に対する補助金の交付については、中小企業庁が定

める「中小企業連携組織対策推進事業費補助金交付要綱」及び全国中小企業団体中央会 (以下「全国

中央会」という。)が定める「都道府県中小企業団体中央会小規模事業者組織化指導事業及び中小企

業組合等課題対応支援事業 (小企業者組合成長戦略推進プログラム等支援事業及び取引力強化推進

事業に限る)補助金交付規程」並びに「小規模事業者組織化指導事業及び中小企業組合等課題対応支

援事業 (小企業者組合成長戦略推進プログラム等支援事業及び取引力強化推進事業に限る)の実施
について」に定めるもののほか、「取引力強化推進事業補助金交付規程」 (以下「本規程」という。)

の定めるところによつて実施するものとする。

(補助金の交付対象)

第 2条 組合等が行う本事業に要する経費の補助 (以下「補助金」という。)は、小規模事業者組合等
(以下「組合」という。)が行う本事業に要する経費であって、別紙に掲げるもののうち、長崎県中
小企業団体中央会会長 (以下「中央会会長」という。)が必要、かつ、適当と認めるものについて行
う。

ただし、別紙 反社会的勢力排除に関する誓約事項に記載されている事項に該当する者が行う事
業に対しては、本補助金の交付対象としない。                    .
2 補助金の交付対象となる組合は、以下の①～⑦の要件を満たす小規模事業者組合等とするc
① 事業協同組合 (特定地域づくり事業協同組合を含む)、 商工組合及び商店街振興組合のうち、そ
の直接又は間接の構成員の 2分の 1以上が小規模事業者 (常時使用する従業員の数が20人 (商
業又はサービス業を主たる事業とする事業者については5人)以下の会社及び個人)であるものc

② 事業協同小組合及び企業組合。
③ 協業組合であって、常時使用する従業員の数が 5人以下のもの又は組合員の4分の3以上が協
業実施直前において小規模事業者であったもの。

④ 事業協同組合連合会、商工組合連合会及び商店街振興組合連合会のうち、その会員組合の直接
又は間接の構成員の総数のうち、 2分の 1以上が小規模事業者であるもの。

⑤ その他の特別の法律に基づく組合及びその連合会にあっては(その直接叉は問接の構成員たる
事業者の3分の 2以上が中小企業基本法 (昭和 38年法律第 154号)第 2条に規定する中小企
業者であって、構成員の2分の 1以上が小規模事業者であるもの。

⑥ 一般社団法人 (直接又は間接の構成員の 3分の 2以上が中小企業基本法第 2条に規定する中小
企業者であるものに限る。)であって、構成員の 2分の 1以上が小規模事業者であるもの。
⑦ ⑤で定めるその他の特別の法律に基づく組合及びその連合会並びに⑥で定める一般社団法人に
ついては、令和 7年 4月 1日 現在、設立後、原則、 1年以上経過していること。
(補助額)

第 3条 中央会が交付する補助金の額は、補助対象経費総額 (税抜)の 2/3以内であって、500千
円 (税抜)を限度とする。
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(補助金交付の申請)

第 4条 組合は、補助金の交付を受けようとするときは、様式第 1に よる補助金交付申請書 (正 1通 )
に組合等の定款、役員名簿、前事業年度の決算関係書類、当該事業年度♂)収支予算書並びに事業計画

書、その他の関係書類を添えて中央会会長にその定める期日までに提出しなければならない。

(補助金の交付の決定)

第 5条 中央会会長は、前条の規定による補助金交付申請書の提出があつたときは、審査のうえ、補助
金の交付の決定を行い、様式第 2による補助金交付決定通知書により、組合に通知するものとする。

この場合において、中央会会長は、補助金の適正な交付を行うため必要と認めるときは、申請に係る

事項について修正を加え、交付の決定をすることができる。

(申請の取下げ)

第 6条 組合は、前条による交付決定の内容又はこれに付された条件に対して不服がある場合には、
申請の取り下げをすることができる。ただし、申請の取り下げをすることができる期限は、補助金の

交付決定の通知を受けた日から20日 以内とする。

(補助事業の内容又は経費の配分の変更)

第 7条 組合は、本事業の内容又は経費の配分の変更をしようとするときは、あらかじめ様式第 3に

よる補助事業の内容 (経費の配分)変更承認申請書 (正 1通)を中央会会長に提出し、その承認を受

けなければならない。ただし、中央会会長が別に定める軽微な変更については、この限りでなヤ|。

2 中央会会長は、前項の申請があつたときはt審査のうえ、内容及び経費の配分の理由が道正と認め

るときは、様式第 4に よる補助事業の内容 (経費の配分)変更承認通知書により、組合に通知するも

のとする。

(補助事業の中止又は廃止)

第 8条 組合は、本事業の全部又は一部を中止又は廃止しようとするときは、あらかじめ様式第 3に

よる補助事業の中止 (廃上)承認申請書 (正 1通)を 中央会会長に提出し、その承認を受けなければ

ならない。

2 中央会会長は、前項の申請があつたときは、審査のうえ、中止又は廃上が適正と認めるときは、様

式第 4に よる補助事業の中止 (廃止)承認通知書により、組合に通知するものとする。

(事故の届出)

第 9条 組合は、非常災害等により本事業の遂行が困難になったときは、速やかに様式第 5に よる補

助事業事故報告書 (正 1通)を中央会会長に提出し、その指示を受けなければならない。

(状況報告 )

第 10条 組合は、 9月 30日 現在における本事業の遂行状況について、様式第 6に よる補助事業遂
行状況報告書 (正 1通)を 10月 10日 までに中央会会長に提出しなければならない。

(事業完了期限)イ

第 11条 組合は、原則として 1月 30日 までに事業を完了するものとする。2 組合は、第 1項に規

定する日までに事業を完了する見込みがなくなつたときは、速やかに様式第 7による補助事業完了

期限延長申請書 (正 1通)を中央会会長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、その

延長できる期限は2月 6日 までとする。
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3 中央会会長は、前項の申請があったときは、審査のうえ、期限延長の理由が適正と認めるときは、

様式第 8に よる補助事業完了期限延長承認通知書により、組合に通知するものとする。

(実績報告)

第 12条 組合は、本事業が完了したとき、又は第 8条の規定による廃止の承認を受けたときは、その

日から2週間を経過した日又は 2月 6日 のいずれか早い日までに、また、第 11条の規定により事

業完了期限の延長承認を受けた組合等は、延長を受けた最後の日から3日 以内に様式第 9に よる補

助事業実績報告書 (正 1通)を 中央会会長に提出しなければならない。ただし、補助事業に要した額

が0円の場合は提出の必要はない。

(補助金の額の確定及び通知)

第 13条 中央会会長は、前条の規定による実績報告書の提出を受けたときは、当該報告書の内容を

審査し、必要に応じ現地調査等を行い、組合の補助事業の実施結果が補助金の交付決定の内容及び

これに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき

補助金の額を確定し、様式第 10に よる補助金額確定通知書により組合等に通知するものとする。

(補助金の概算払の請求)

第 14条 組合は、第 5条の補助金の交付決定の通知を受け、概算払いを受けようとするときは、様式

第 11に よる補助金概算払請求書 (正 1通)を中央会会長に提出しなければならない。

2 中央会会長は、組合等が概算払いの請求時′点における本事業遂行に要した額に係る補助金相当額、
又は補助金交付決定額の 2分の 1のいずれか低い額を限度として、組合に対し、1'モ算払いをするこ

とができる。

(補助金の精算私の請求)

第 15条 組合は、第 13条の規定により、中央会から補助金額の確定通知書を受けた日から5日 以
内に、様式第 12に よる補助金精算払請求書 (正 1通)を 中央会会長に提出し、補助金の精算払いを

受けることができる。

(補助金の交付決定の取消し)

第 16条 中央会会長は、第 8条の本事業の全部若しくは一部の中止若しくは廃止の申請があつた場

合又は次の各号に該当する場合には、第 5条の交付の決定の全部若しくは一部を取消し、又は変更

することができる。       ィ

(1)組合が、法令、本規程又は法令若しくは本規程に基づく中央会会長の処分若しくは指示に違反し

た場合。

(2)組合が、補助金を本事業の以外の用途に使用した場合。

(3)組合が、本事業に関して不正、怠慢、その他不適当な行為をした場合。

(4)交付決定後の生じた事情の変更により、本事業の全部又は一部を継続する必要がなくなつた場

合。

(5)組合.が、別紙反社会的勢力排除に関する誓約事項に違反した場合。

2 前項の規定は、第 13条 において定める補助金額の確定があった後においても適用があるものと

する。

3 中央会会長は、補助金の交付決定の取消しを行った場合は、その旨を組合に対し、速やかに通知す
るものとする。
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(補助金の返還)     |

第 17条 組合は、第 15条の規定により既に補助金の交付を受けた後、第 16条の規定により取消

しを受けた場合において、様式第 13による補助金返還通知書に従つて補助金を返還しなければな

らないと

2 組合は、第 13条の規定により補助金の額の確定を受けた場合において、既にその額を超える補

助金が交付されているときは、補助金返還通知書に従つて補助金を返還しなければならない。

3 前項の補助金の返還期限は、返還を通知した日から20日 以内、又は 3月 31日 のいずれか早い

日までとし、期限内に返還されない場合は、未納に係る金額に対して、その未納たる期間に応じて、

年利 10.95パ ーセントの割合で計算した延滞金を徴するものとする。

(補助金に係る経理)      '

第 18条 組合は、補助金に係る経理についての収支の事実を明確にした帳簿及び証拠書類 (以下「書

類等」という。)を整備 し、かつ、これらの書類等を本事業が完了した日の属する会計年度の終了後

5年間保存しなければならない。

(財産の管理及び処分)

第 19条 組合はく本事業により取得した備品について、その台帳を設け、保管状況を明らかにしてお

かなければならない。

2 組合は、前項の備品について、他の用途での使用、他の者に対する貸付け若しくは譲渡、他の物件

との交換、又は債務の担保への提供 (以下「取得財産の処分」という。)を行うときは、あらかじめ

様式第 14による取得財産の処分承認申請書 (正 1通)を中央会会長に提出し、その承認を受けなけ

ればならない。この場合において、中央会会長は、当該取得財産が耐用年数を経過している場合を除

き、組合が取得財産の処分により収入があるときは、その収入の一部又は全部を納入させることが

できる。

(反社会的勢力排除に関する誓約)

第26条 組合は、別紙記載の反社会的勢力排除に関する誓約事項について補助金の交付申請前に確

認しなければならず、交付申請書の提出をもつてこれに同意したものとする。

(補助事業の監査)

第 21条 中央会会長は、本事業の適正な遂行を確保するため必要と認めたときは、その指導員又は

職員に対し組合等の監査を行わせることができる。

(企業化等の状況報告)

第 22条 組合は、本事業の完了した年の翌年以降毎年 5年間、 4月 15日 までに本事業に係る直近
1年間の企業化等の状況について、様式第 15による企業化等状況報告書 (正 1通)を中央会会長に

提出しなければならない。なお、本事業が完了した日の属する会計年度以降において本事業に係る

企業化等によつて収益が生じた場合においては、当該収益を生じた会計年度終了後 15日 以内に本

様式により中央会会長に報告しなければならない。
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(成果の調査及び発表への協力)

第 23条 組合は、本事業の完了した年の翌年以降毎年 5年間、 4月 15日 までに本事業に係る直近
1年間の成果について、様式第 16による成果調査報告書 (正 1通)を 中央会会長に提出しなければ
ならない。また、必要があると認められるときは、事業の成果等について組合等に発表させることが

できるものとする。

2 組合等は中央会会長が必要に応じて実施する調査等に協力しなければならない。
(産業財産権に関する届出)

第 24条 組合は、本事業の成果に基づく発明、考案等に関して、特許権、実用新案権又は意匠権 (以
下「産業財産権」という。)を、本事業を実施した年度又は本事業の完了した日の属する会計年度の

終了後 5年以内に出願したときは、遅滞なくその旨記載した様式第 17に よる産業財産権出願届 (正
1通)を中央会会長に届け出なければならない。

2 組合は、前項による出願後に産業財産権を取得し又は取得した産業財産権を譲渡し若しくは取得
した産業財産権に実施権を設定した場合には、遅滞なくその旨を記載した様式第 18に よる産業財

産権取得又は譲渡し若しくは実施権の設定届 (正 1通)を中央会会長に届け出て、別途中央会会長の

指示に従うものとするЬ

(収益納付)

第 25条 組合は、様式 15の報告に基づき、収益があると認められた場合、これにより生じた収益
は、補助金額の範囲内で当該収益の額に相当する金額の一部を、本会及び全国中央会を通して国に

納付するものとする。

(研究成果の帰属)

第 26条 組合が本事業の実施により生じた成果及び産業財産権は、組合に帰属するものとする。
(情報管理及び秘密保持)

第 27条 組合は、補助事業の遂行に際し知り得た第二者の情報については、当該情報を提供する者
の指示に従い、又は、特段の指示がないときは情報の性質に応じて、法令を遵守し適正な管理をする

ものとし、補助事業の目的又は提供された目的以外に利用してはならない。なお、情報のうち第二者

の秘密情報 (事業関係者の個人情報等を含むがこれらに限定されない。)については、機密保持のた

めに必要な措置を講ずるものとし、正当な理由なしに開示、公表、漏えいしてはならない。

2 組合は、補助事業の一部を第二者 (以下「履行補助者」という。)に行わせる場合には、履行補助
者にも本条の定めを遵守させなければならない。組合xは履行補助者の役員又は従業員による情報

漏えい行為も組合による違反行為とみなす。

3 本条の規定は補助事業の完了後 (廃上の承認を受けた場合を含む。)も有効とする。
(その他)

第 28条 中央会会長は、組合に対し、本規程に定めるもののほか、怒要と認める書類の提出を求める
ことができる。
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様式第 1

令和  年  月  日

長崎県中小企業団体中央会

会長 石 丸 忠 重 殿

(共同申請の場合は、全ての申請者を記載し、幹事組合等を定めること)

住所

組合名

代表理事の氏名

令和 7年度取引力強化推進事業補助金交付申請書

取引力強化支援事業補助金交付規程第 4条の規定により、下記のとおり補助金の交付を受け

たく関係書類を添えて申請します。

なお、適正化法、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令 (昭和 30年政令

第 255号 )及び取引力強化推進事業補助金交付規程第 20条の定めるところに従 うことを承

知の上申請 します。

記

1.事業テーマ名

2.補助事業に要する額 円 (税抜)

3.補助金交付申請額 円 (税抜)

4.補助事業の内容及び補助事業に要する経費の配分
別紙のとおり

(添付書類 )

・申請者の役員等名簿

金

　
　

金
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一．一十一

‐

(別紙 1)

1.事業テーマ名

事 業 計 画 書

2.業界・組合等の現状と課題及び事業の必要性

3。 事業の内容等

(1)事業の内容

(2)事業スケジュール

4.業務委託

予定している業務委託の内容

委託期間

月

作業内

月 月 月 月 月 月 月 月 月
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5。 期待される成果、実現したい日標等

(1)本事業実施によるとl生的成果目標
共同申請の場合は、幹事組合等及び共同申請者の期待される成果をそれぞれ作成。

1年後

2年後

8年後

4年 目以降

※事業実施後の期間対象は、いずれも4月 ～翌年 3月 までの 1年間とします。各組合等の会計年度ではあり

ませんのでご注意ください。

1年後

2年後

3年後

→  2026年 4月 1日 ～ 2027年 3月 31日

(令和 8年 4月 1日 ～令和 9年 3月 31日 )

→ 2027年 4月 1日 ～ 2028年 3月 31日

(令和 9年 4月 1¬ ～令和 10年 3月 31日 )

→  彦028年 4月 3日 ～ 21029年 3月 30日

(令和 10年 4月 3日 ～令和 11年 3月 30日 )
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(2)上記目標に関連して、定量的目標と推移

※「構成員等 (利活用率)と組合等の別」には、指標項目の封象 (構成員等又は組合等)に Oを付けてくださ

い。また、構成員等にOを付けた場合には、指標項目ゐ紺象となる構成員の割合を記入してください。

※2年後、 3年後の数値は現状 (直近の財務諸表等の数値または直近 12カ月)の数値を基準に記入してくださ

い 。

※事業実施後、より実態に即した数値に見直すことが可能です。また、事業を実施し、申請時に設定した指標以

外に成果をもたらす見込みがある場合に新たに指標を設定することが可能です。

指標項目

構成員等

(利活用率)と
組合等の別

現状 1年後 2年後 3年後

l

付
力日
価
値
額
等

付加価値額

(単位)千円
【 】構成員等
(  %)
【 】組合等

1人当たりの

付加価値額

(単位)千円
営業利益

(単位)千円
五 売上高の増加

(内容 )

(単位 )

【 】構成員等
(  %)
【 】組合等

五 コス トの削減
(内容)

(単位 )

【 】構成員等
(  %)
【 】組合等

市 (任意設定指標)
ラ(内容 )

(単位 )

【 】構成員等
(  %)
【 】組合等
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(男可和12)

経 費 明 細 表

(単位 :円 )

経費科目

補助事業に要する経費

補助金額 (A)

(税抜)

自己負担額 (B)

(税抜)

合計 (C)

(税抜)

積算基礎 (D)

(税込)

謝 金

　

　

費旅

消耗品費

委 託 費

合 計

※「合計 (C)(税抜)」 は「積算基礎 (D)′ (税込)」 の110分の 100(円未満切捨)と し、軽減税率の対象と

なる品目については108分の100(円未満切捨)と してください。

※「補助金額 (A)(税抜)」 は「合計 (C)(税抜)」 の3分の2以下 (円未満切捨)と し、「自己魚担額 (B)(税

抜)」 は「合計 (C)航抜)」 と「補助金額 (A)(税抜)」 の差額としてください。

(資金の調達方法)

区 分
補助事業に要する経費 (円 )

(消費税等抜き)
資金の調達先

補助金申請額 (① )

自己負担額 (② )

合 計 (①十②)
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(丹 ll対(3)

反社会的勢力排除に関する誓約事項

当団体は、補助金の交付の申請をするに当たつて、また、補助事業の実施期間内及び完了

後におぃては、i下記のいずれにも該当しないことを誓約いたしますとこの誓約が虚偽であ

り、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被るこどとなつても、異議は一切申

し立てません。

記

(1)法人等 (法人又は団体をいう)及び役員等 (法人である場合は役員、団体である場合
は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者)が、反社会的勢力 (暴力団、暴

力団員、暴力団員でなくなつた時から5年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企

業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団、その他これらに準ずる者。以

下同じ。)であるとき。

(2)役員等が、自己、自社又は第二者の不正の利益を図る目的若しくは第二者に損害を加
える目的をもつて、反社会的勢力を利用するなどしているとき。

(3)役員等が、反社会的勢力に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的
あるいは積極的に反社会的勢力の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。

(4)役員等が、反社会的勢力であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係
を有しているとき。
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(別添 )

役員名簿 (記載例)

(注 )

役員名簿については、氏名カナ (半角、姓と名の間も半角で 1マス空け)、 氏名漢字 (全角、

姓と名の間も全角で 1マス空け)、 生年月日 (半角で大正は T、 昭和は S、 平成は H、 数字は 2

桁半角)、 れ性別 (半角で男性は M、 女性は F)、 会社名及び役職名を記載する。 (上記記載例参

照)。

また、外国人については、氏名欄にはアルファベットを、氏名カナ欄は当該アルファベン

トのカナ読みを記載すること。

組合役職 氏名カナ 氏名漢宇
生年月日

性別 会社名 役職名
和暦 年 月 日

クンレン シ
゛
ッシ 訓練 実施 S 30 03 04 M 株式会社訓練 代表取締役社長

トウホク イナロウ 東】ヒ  ーー郎 40 01 01 M 株式会社訓練 常務取締役

カンサイ  ハナヨ 関西 花子 S 45 12 24 F 株式会社訓練 取締役営業本部長
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様式第 2

発

令和  年  月
号

日

OOOO組 合
代表理事 殿

長崎県中小企業団体中央会

会 長  石 丸 忠 重

令和 7年度取引力強化推進事業

補助金交付決定通知書

令和  年  月  日付け文書をもつて申請のあった上記補助金については、取引力強化
推進事業補助金交付規程第 5条の規定により、下記のとおり交付することに決定したので通知

します。                                         '

記

1.補助金の交付の対象となる事業は、令和

金交付申請書記載のとおりとする。

年  月  日付け取引力強化推進事業補助

2.補助金交付決定額 金 円

3.事業完了期限 令和 8年 1月 30日

4.交付条件
(1)交付規程第 7条ただし書に規定する補助事業の内容及び経費の配分の変更のうち軽微な

変更とは、次に定める場合以外の変更をいう。

① 補助事業に要する経費の配分を、経費科目に掲げる相互間で、補助金額の 2割を超え
て変更しようとする場合

(2)1月 30日 までに事業の完了が不可能となった場合は、OO中央会の承認を得て事業完
了期限を延長することができるものとする。なお、延長の期間は 2月 6日 までにおいて、

○○中央会が認めた期間とする。

○○○中小企業団体中央会

部署名

担 当 ○○○ ○○○
連絡先 ○○―○○○一〇〇〇〇
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様式第 3

発

令和 年  月

長崎県中小企業団体中央会

会長 石 丸 忠 重 殿

住所

組合名

代表理事の氏名

令和 7年度取引力強化推進事業補助金に係る

補助事業の内容 (経費の配分)変更 (中止 。廃止)承認申請書

令和  年  月  日付け文書をもつて交付決定のあつた上記補助事業の内容 (経費の配
分)を変更 (中止・廃止)したいので、取引力強化推進事業補助金交付規程第 7条 (第 8条 )

の規定により、下記のとおり承認を申請します。

1.変更 (中止・廃止)の理由

2.変更の内容 (中止の期間、廃上の時期)

※変更の場合は変更内容を比較射照し、分かりやすく記載すること。

※経費の配分の変更の場合はヽ経費科目ごとの金額を記載すること。

号

日

記
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様式第 4

発

令和  年  月
号

日

OOOO組 合
代表理事 殿

長崎県中小企業団体中央会

会 長  石 丸 忠 重

令和 7年度取引力強化推進事業補助金に係る

補助事業の内容 (経費の配分)変更 (中止・廃止)承認通知書

令和  年  月  日付け文書をもつて承認申請のありました上記補助事業の内容 (経費
の配分)の変更 (中止・廃止)については、取引力強化推進事業補助金交付規程第 7条第 2項

(第 8条第 2項)の規定により、下記のとおり承認することにしたので通知します。

記

1.補助金交付決定金額
(変更前)

(変更後)

2.変更後の事業

令和 年  月 日付け補助事業の計画変更承認申請書のとおり

○○○中小企業団体中央会

部署名

担 当 ○OO OOO
連絡先 ○○―○○○―○○○○
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様式第 5

令和  年
｀
月  日

長崎県中小企業団体中央会

会長 石 丸 忠 重 殿

住所

組合名

代表理事の氏名

令和 7年度取引力強化推進事業補助金に係る

補助事業事故報告書

令和  年  月  日付け文書をもつて交付決定のあった上記補助事業について事故が
あったので、取引力強化推進事業補助金交付規程第9条の規定により、下記のとおり報告しま

す。  ヽ        ｀

記

1.補助事業の進捗状況

2.補助事業に要した額

3。 事故の内容及び原因

4.事故に対する措置
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様式第 6

令和  年  月  日

長崎県中小企業団体中央会

会長 石 丸 忠 重 殿

住所

組合名

代表理事の氏名

令和7年度取引力強化推進事業補助企に係る

補助事業遂行状況報告書

取引力強化推進事業補助金交付規程第 10条の規定により、令和 7年 9月 30日 現在におけ
る補助事業の遂行状況を下記のとおり報告します。

1.交付決定 令和  年  月  日付け

2.補助金交付決定額 金

金

円 (税抜)

3.補助事業に要した額 円 (税抜)

4.事業の遂行状況
(1)事業名

(2)事業の進捗状況                 :
。委嘱した委員氏名、所属・役職名、委嘱期間
。委員会の開催状況 (開催日時、場所、検討事項など)

・実施した事業の概要

・事業の委託状況 (委託先、委託の内容、委託期間など)

記
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5.経費の支出状況
(単位 :円 )

経費科目

補助事業に要した額 (税抜)

予算額
9月 30日

現在の支出i額
残 額

合 計
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様式第 7

令和  年  月  日

長崎県中小企業団体中央会

会長 石 丸 忠 重 ヽ殿

住所

組合名

代表理事の氏名

令和 7年度取引力強化推進事業補助金に係る

補助事業完了期限延長申請書

令和  年  月  日付け文書をもつて交付決定のあった上記補助事業について、取引力
強化推進事業補助金交付規程第11条第 2項の規定により、下記のとおり期限の延長を申請し
ます。

記

1.期限延長の理由

2.事業完了の期限
令和  年  月 日
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様式第 8

発

令和  年  月
号

日

OOOO組 合
代表理事 殿

長崎県中小企業団体中央会

会 長  石 丸 忠 重

令和 7年度取引力強化推進事業補助金に係る

補助事業完了期限延長承認通知書

令和  年1  月  日付け文書をもつて承認申請のありました上記補助事業の完了期限
の延長にっぃては、取引力]強化推進事業補助金交付規程第11条第3項の規定により、下記の

とおり承認することにしたので通知します。      .

記

延長後の事業完了の期限    令和  年  月  日
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様式第 9

令和  年  月  日

長崎県中小企業団体中央会

会長 石 丸 忠 重 殿

住所

組合名

代表理事の氏名

令和 7年度取引力強化推進事業補助金に係る

補助事業実績報告書

令和 7年度における上記補助事業を完了したので、取引力強イ堡推進事業補助金交付規程第
12条の規定により、下記のとおりその実績を報告します。

記

1.交付決定

(変更決定

(事業完了期限延長承認

2.補助金交付決定額
(変更後交付決定額

8.補助事業に要した額

4.補助金額

5.補助金概算払受領年月日及び金額
令和 年 月 日  金

6.補助事業の実績
別紙のとおり

月

月

月

年

年

年

和

和

和

令

令

令

日イ寸イナ

日付 け )

日イ寸け)

金

金

　

　

　

金
　
　
金

円 (税抜 )

円 (税抜 )

(※変更決定を受けた場合))

円 (税抜)

円 (税抜 )
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(別紙 )

令和 7年度取引力強化推進事業実績

1.事業テーマ名

2.実施事業の概要

3,実施事業の内容
(1)委員会

① 委員会の開催
開催回数 開催 日時 開催場所 出席人員 検討事項

② 委嘱した委員

2)業務委託
① 委託 内容
② 委託先名
③ 委託先住所
④ 委託期間
⑤ 委託金額

令和  年  月  日～ 令和  年  月  日

(3)成果物 _「     」 (   )
※括弧内には、ホームページの作成等の場合はURL、 チラシ等の印刷物の場合には部数をご記載ください。

(4)事業の実施期間  令和  年  月  日～ 令和  
｀
年  月

※上記 (2)業務委託④委託期間より短くなることはあり得ませんのでご留意ください。
4.実施の成果等
(1)本事業を実施したことにより得られた成果

日

① 組合員において得られ

② 組合において得られた成果

委員区分 氏   名 所属企業及び役職名 委嘱期間

専門家委員

業界側委員
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(2)本事業を行つて期待される成果
① 事業実施後の期待される成果・目標
a.定性的成果目標
(申請時と変化がない場合は申請時と同じで可、ただし、変更があつた場合はその箇所
を明記してください。)

1年後

2年後

3年後

4年目以降

b。 上記目標に関連して、定量的目標と推移

指標項目

構成員等

(利活用率)と

組合等の別

現状 1年後 2年後 3年後

1

付

力日

価

値

額

等
営業利益

(単位)千円

申請時
構成員等 ( %)
組合等

実施後
構成員等 ( %)

組合等

申請時
構成員等 ( %)
組合等

実施後
構成員等 ( %)
組合等

申請時
構成員等 (′ %)

組合等

実施後
構成員等 ( %)
組合等

五売上高の増加

(内容)

(単位)

申請時
構成員等 ( %)
組合等

実施後
構成員等 ( %)
組合等

血コス トの削減

(内容)

(単位)

申請時
構成員等 ( %)
組合等

実施後
構成員等 ( %)
組合等
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市任意設定指標

(内容)

(単位)

申請時
構成員等 ( %)
組合等

実施後
構成員等 ( %)
組合等

※ 「申請時」の欄には交付申請した際の数値を記入してください。

※「実施後」の欄には事業を実施した結果を受けた数値目標を記入してください。交付申請時から数値目標が増

減しない場合も「申請時」の数値を記入してください。

※申請時から新たに指標項目を増やす場合は以下の「②新たに設定する指標」において追加してください。

※申請時から指標項目を減らすことはできません。

※「構成員等 (利活用率)と 組合等の別」には、指標項目の封象 (構成員等又は組合等)に Oを付けてくださ

い。また、構成員等にOを付けた場合には、指標項目の対象となる構成員の割合を記入してください。

※ 2年後、 3年後の数値は現状 (直近の財務諸表等の数値または直近 12カ 月)の数値を基準に記入してくださ

い 9

②新たに設定する指標
a.定性的成果目標

1年後

2年後

8年後

4年目以降
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指標項目

構成員等

(利活用率)と
組合等の別

現状 1年後 2年後 3年後

1

付
力日
価
値
額
等

付加価値額

(単位)千円
【 】構成員等
(  %)
【 】組合等

1人当たりの

付加価値額

(単位)千円
営業利益

(単位)千円
五 売上高の増加

(内容)

(単位)

【 】構成員等
(  %)
【 】組合等

五 コス トの削減
(内容)

(単位)

【 】構成員等
(  %)
【 】組合等

市 (任意設定指標)

(内容)

(単位)

【 】構成員等
(  %)
】組合等【

b.上記目標に関連して、定量的目標と推移

※事業を実施し、申請時に設定した指標以外に成果をもたらす見込みがある場合に記入してください (新たな設

定については任意)。
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5.補助事―業に係る経費支出明細
:円 )

補助事業に要した額 (税抜)

予算額 決算額

自己負担額 合計

経費科目

補助金額 自己負担額 合計 補助金額

合 計
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〔積算内訳〕

(単位 :円 )

経費科目
決算額

(税抜)

決算額

(税込)
積算内訳 (税込)

合 計
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様式第 10
発

令和 年  月

○○○○組合

代表理事 殿

長崎県中小企業団体中央会

会 長  石 丸 忠 重

令和 7年度取引力強化推進事業

補助金額確定通知書

令和  年  月  日付け文書をもつて報告のありました上記の件については、取引力強
化推進事業補助金交付規程第 18条の規定により、下記のとおり確定したので通知します。

記

号

日

1.補助金交付決定額
(変更後交付決定額)

2.補助事業に要した額

3.補助金確定額

4.概算払済額

5,精算額 (返納額)

金

(金

円 (税抜 )

円 (税抜))

円 (税抜 )

円 (税抜 )

円 (税抜)

円 (税抜 )

○○○中小企業団体中央会

部署名

担 当 OOO OOO
連絡先 ○○―○○○―○○○○

金

金

金

金
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様式第 11

令和  年  月  日

長崎県中小企業団体中央会

会長 石 丸 忠 重 殿

住所

組合名

代表理事の氏名

令和 7年度取引力強化推進事業

i補助金概算払請求書

令和  年  月  日付け文書をもつて交付決定のあった上記補助事業について、取引力
強化推進事業補助金交付規程第 14条第 1項の規定により、下記金額の概算払を請求します。

記

金 円也

1.補助金交付決定額
(変更後交付決定額)

2.概算払受領済額

3。 今 回 請 求 額

4.残

金

、(金

金
　
　
金
　
　
金額

円 (税抜)

円 (税抜))

円 (税抜)

円 ,(税抜)

円 (税抜)

64



様式第 12
令和  年  月  日

長崎県中小企業団体中央会

会長 石 丸 忠 重 殿

住所   |
組合名 ′

代表理事の氏名

令和 7年度取引力強化推進事業

補助金精算払請求書

令和  年  月  日付け文書をもつて交付決定のあつた上記補助事業について、取引力
強化推進事業補助金交付規程第 15条の規定により、下記金額の精算払を請求します。

記

金 円也

1,補助金交付決定額
(変更後交付決定額)

2.補助事業に要した額

3.補助金確定額

4.概算払済額

5。 精算払請求額

金

(金

金

金

金

金

円 (税抜)

円 (税抜))

円 (税抜)

円 (税抜)

円 (税抜)

円 (税抜)
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様式第 13

発

令和  年  月
号

日

○○○○組合

代表理事 殿

長崎県中小企業団体中央会

会 長  石 丸 忠 重

令和 7年度取引力強化推進事業

補助金返還通知書

令和  年  月  日付け文書をもつて補助金額を確定した上記事業の補助金について、
取引力強化推進事業補助金交付規程第 17条の規定により、下記のとおり返還するよう通知し
ます。

1.補助金返還額 円

2.返還期 日 令和  年  月 ヽ日

3.振込口座

4・ 上記の返還期日までに返還されない場合は、未納に係る金額に対してその未納に係る期

間に応じて年利 10,95パ ●セントの割合で計算した延滞金を徴するものとします。

OOO中 小企業団体中央会
部署名

担 当 ○○○ ○○○
連絡先 ○○―OOO―○○○○

記

金

66



様式第 14
令和 ィ 年  月  日

長崎県中小企業団体中央会

会長 石 丸 忠 重 殿

住所

組合名

代表理事の氏名

令和7年度取引力強化推進事業に係る

取得財産の処分承認申請書

令和 7年度取引力強化推進事業により取得した財産を、下記のとおり処分したいので〔取

引力強化推進事業交付規程第 19条の規定により、下記のとおり申請します。

記

1.品 目及び取得年月日

2.取得価格及び時価

3.処分の方法

4.処分の理由
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となることがあります。様式第 15

令和  年  月  日

長崎県中小企業団体中央会

会長 石 丸 忠 重 殿

住所

組合名

代表理事の氏名

令和 7年度取引力強化推進事業に係る

令和  年4月 ～令和  年 3月 企業化等状況報告書

令和  年  月  日付け文書をもつて交付決定のあった上記補助事業に関し、令和
年度の企業化等の状況について、取引力強化推進事業交付規程第 22条の規定により、下
記のとおり報告します。

記

1.企業化等の有無について                ヽ

① 補助事業実施結果の企業化
(内容 :                )   有  ・  無
(上記①で無にOを付けた場合のみ②もいずれかにOを付けてください。)

② 企業化等へ取組み
(現在、企業化に取り組んでいる場合は、

(内容 :

「有」にOを付けてください。)

)   有

③ 産業財産権の譲渡又は実施権の設置 ,

(内容 :

④ その他の補助事業の実施結果の他への供与
(内容 :

有

征
＾

征
ヽ

征
＾
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2.企業化が「有」の場合 (上記①～④で、どれか 1つでも「有」の場合は、必ず下記の金額
も記入することさ)

令和  年度の企業化等による総収入額               円

総支出額

〃 収益額

円

　

　

円

〃

※①企業化に向けて取り組み中の場合は、収入額 0円だが、支出はあるはずなので必ず総支

出額の欄に経費を記入すること。

※②企業化等状況に関する事実確認のため、別途資料の提出を求めることがあるので、記載

した金額の積算根拠、帳票類の作成、整備を十分行うこと。
｀
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様式第 16 ※ 実際の様式は変更となることがあります。

令和  年  月  日

長崎県中小企業団体中央会

会長 石 丸 忠 重 殿

住所

組合名

代表理事の氏名

令和 7年度取引力強化推進事業に係る

令和  年 4月 ～令和  年 3月 成果調査報告書

令和  年  月  日付け文書をもつて交付決定のあった上記補助事業に関し、
年度の成果調査の状況について、取引力強化推進事業交付規程第 23条の規定により、下
記のとおり報告します。

記

指標項目

利活用対象 数値の推移

構成員等

(利活用率)

と組合等の別

実績

報告時

令和 9年
3月 末

令和 10年
3月 末

令和 11年
3月 末

1

付
力日

価
値
額
等
営業利益

(単位)千円

【 】構成員等
(  %)
【 】組合等

実績報告

現
｀
在

実績報告

現  在

実績報告

現  在
五 売上高の増加
(内容 )

(単位 )

【 】構成員等
(  %)
【 】組合等

実績報告

現  在
h コス トの削減
(内容 )

(単位 )

【 】構成員等
(  %)
【 】組合等

実績報告

現  在
市 (任意設定指標 )

(内容 )

(単位 )

【 】構成員等
(  %)
【 】組合等

実績報告

現  在
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様式第 17
令和  年  ,月  日

長崎県中小企業団体中央会

会長 石 丸 忠 重 殿

住所

組合名

代表理事の氏名

令和 7年度取引力強化推進事業に係る

産業財産権出願届

令和  年  月  日付け文書をもつて奈付決定のあつた上記補助事業に関し、産業財
産権の出願をしたので、取引力強化推進事業交付規程第 24条第 1項の規定により、下記の

とおり報告します。       i

1.種類 (産業財産権の種類)

2.内容

3.出願 日   令和  年  月  日

記
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「
様式第 18

令和 .年  月  日

長崎県中小企業団体中央会

会長 石 丸 忠 重 殿

住所

組合名

代表理事の氏名

令和 7年度取引力強化推進事業に係る

産業財産権取得 (譲渡・実施権の設定)届

令和  年  月  日付け文書をもつて交付決定のあった上記補助事業に関し、産業財
産権を取得 (譲渡・実施権の設定)したので、取引力強化推進事業交付規程第 24条第 2項
の規定により、下記のとおり報告します。

1.種類 (産業財産権の種類)

2.内容

相手先及び条件    (譲 渡及び実施権の設定の場合)

取得日 (譲渡及び実施権の設定日)

記

３

　

　

　

４
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